
令和６年度　地域医療介護総合確保基金（医療分）事業実績額について 資料４

【国庫＋一般財源】 （円）

R6-1

地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等
となっている県立病院において，歯科衛生士の
派遣を受け，がん患者等に対する口腔ケア等を
実施することにより，患者の口腔機能の維持・改
善や全身状態の向上，誤嚥性肺炎の予防等を
図る。

地域の歯科医院等から歯科衛生士の派遣を
受け，入院患者等に対し口腔内の評価やブ
ラッシング指導等の口腔ケアを実施した。

・鹿屋医療センター
 　年間実績：134回

　備考：週２回程度
・薩南病院
　年間実績:20回
　備考：随時実施
・北薩病院

 　年間実績：23回
　備考：随時実施

継続

R6-2
医療機関が行う病床の機能分化・連携を促進す
るための施設・設備の整備に要する経費を助成

整備を行う医療機関数：３施設 継続

R6-3

地域医療構想の進め方について，各構想区域に
おける地域医療構想調整会議の参加者や議
長，事務局を含む関係者間の認識を共有する観
点から，研修会等を開催する。

研修会の開催（１回）
地域医療構想推進に係るデータ分析委託事
業の実施

継続

R6-4
医療機関が，地域の関係者間の合意の上，地域
医療構想に即した病症機能再編の実施に伴い，
減少する病床数に応じた給付金を支給する。

単独支援給付金支援事業を４医療機関に対
して実施した。

継続

R6-
５

人生の最終段階における医療と介護の連携体
制及の整備及び，「人生の最終段階における医
療・ケア意思決定プロセス支援に関するガイドラ
イン」普及のため，医療・介護関係者等を対象と
した多職種参加型の研修会や，高齢者施設等を
対象とした実態調査を行う。

１　高齢者施設等の医療・介護関係者等向け
研修会の開催：５回（年間）
２　高齢者施設等職員向けパンフレット増刷・
配布等による普及啓発：１回

継続

R6-
６

小児在宅医療環境の更なる充実を図るため，小
児在宅医療に携わる看護師等を対象とした実技
研修等を実施するとともに，医療的ケア等を必要
とする家族や支援者等に対して，在宅療養に必
要な情報を提供する。

小児在宅療養支援ウェブサイトの運用
小児訪問看護師育成研修及び小児在宅医療
推進研修会の開催（各１回）

継続

R6-
７

医療依存度の高い高齢者等の在宅生活を支え
るために，高度で専門的な知識と技術を持つ特
定行為研修を終了した看護師の養成を支援する
ため，訪問看護事業所等に対し，特定行為研修
を受講する看護師の修学に要する経費を助成す
る。

特定行為研修受講者数　５人 継続

R6-
８

在宅医療を推進するため，地域包括ケアシステ
ムにおいて重要な役割を担う「かかりつけ医」の
普及啓発を図るとともに，認定制度を運営する。

令和6年度県医制度 新規認定者数：16人（令
和5年度56人）

継続

R6-
９

精神科救急医療体制の充実を図るため，処遇困
難患者の対応や平日夜間等の診療を行う「精神
科救急地域拠点病院」を指定し，精神科救急医
療体制の充実を図る。

１次基幹病院（精神科救急地域拠点病院）診
療件数　年133件

継続

R6-
10

歯科診療所のない離島について，継続的な治療
を要する義歯の製作・調整，重度の虫歯，歯周
病の治療等に対応するため，従来の「離島歯科
巡回診療事業」に診療回数を追加することによ
り，住民の歯科医療を確保する。

巡回診療の実施回数（２回）の増 継続

R6-
11

鹿児島大学病院に設置した地域医療支援セン
ターにおいて，医師派遣の要請に係る調整や医
師のキャリアパス形成支援等を行う。

１ 医師派遣及びあっせん数 81 名
２ キャリア形成プログラムの作成数 21 プロ
グラム
３ 地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プ
ログラム参加医師数の割合 162／162

継続

R6-
12

医師修学資金貸与制度の実施，地域枠医学生
に対する離島・へき地医療実習の実施，「ドク
ターバンクかごしま」による医師の積極的な募集
活動及び医療機関への斡旋等の実施等。

１　医師修学資金の貸与　（Ｒ６年度貸与人
数：108人）
２　地域枠医学生への離島・へき地医療実習
等の実施（21コース）
３　ドクターバンクかごしまを介し，県外在住医
師に対するＵ・Ｉターン促進等を行い，医師の
斡旋等の実施
４　女性医師復職研修の実施（０人）
５　県外在住医師等に対する離島・へき地視
察支援（２回）
６　初期臨床研修医採用者数の維持
（Ｒ６：94人→Ｒ７：87人　※Ｒ５：121人）
７　専門医養成支援（研修奨励金支給）（19
人）

継続

R6-
13

産科医療体制の確保が困難な地域において，市
町村が新たに産科医師等を確保するための取
組に要する経費を助成する。

１　H27年度以降，新たに確保した医師等の
延べ数：
H27　3人 → R7　24人
２　H27年度以降，新たな医師等の確保に取
組む市町村等の延べ数：H27　1か所 →R7　8

継続 12,842,000産科医療体制確保支援事業

186,119,919緊急医師確保対策事業

地域医療支援センター設置事業 33,509,025

643,043,243　Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業①

1,034,000離島歯科医療等体制充実事業

1,626,296精神科救急医療地域支援体制強化事業

かかりつけ医普及啓発事業 1,960,000

1,018,000看護師特定行為研修受講支援事業

2,156,659小児在宅医療環境向上事業

1,887,798医療・ケア意思決定プロセス支援事業

9,682,753　Ⅱ　在宅医療の推進に関する事業

138,168,000病床機能再編支援事業

138,168,000　Ⅰ－２　病床の機能分化・連携に関する事業

7,655,610地域医療構想推進事業

18,983,000病床の機能分化・連携支援事業

541,889患者口腔管理推進事業

27,180,499　Ⅰ－１　病床の機能分化・連携に関する事業
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R6-
14

勤務医の勤務状況の改善，業務負担の軽減を
図るとともに，特に業務負担の多い勤務医等に
対する支援を実施し，医師の離職防止を図る。

１ 産科医等確保支援事業
・手当支給件数　8,436件
・手当支給施設数　23施設

継続

R6-
15

歯科衛生士の人材確保を図るため，現在離職中
の歯科衛生士に対し，再教育を目的とした講習・
実習等を実施する。

離職中の歯科衛生士に対する講習・講義等
の受講者　１名

継続

R6-
16

新人看護職員卒後臨床研修の実施体制を確保
するため，医療機関に対して，教育担当者の配
置等に必要な経費を助成する。

１　新人看護職員研修補助事業を実施した医
療機関数（39医療機関）
２　受入研修を実施した医療機関数（３医療機
関）

継続

R6-
17

看護職員の資質向上を図るため，医療機関等の
新人看護職員，実習指導者や看護師養成所の
教員等を対象に各種研修会等を開催する。

１　専任教員継続研修　年3回
２　新人看護職員教育指導者研修　年２回
３　新人看護職員多施設合同研修　各区域ご
とに年1回
４　看護職員研修　年１回
５　専任教員養成講習　約９ヶ月（660時間）

継続

R6-
18

看護職員確保対策として取り組んでいる県や関
係機関の事業について，評価及び課題解決の
方策の検討及び新人看護職員の卒後臨床研修
における実施体制を確保するための検討を行

看護職員確保対策検討会：年２回 継続

R6-
19

看護師等養成所における教育内容の充実・向上
を図るため，学校法人等が設置する養成所の運
営費等を助成する。

１　対象養成所数：14校（15課程）
２　卒業者数：439人

継続

R6-
20

医療機関における看護職員確保や看護職員の
復職・定着を促進するため，未就業看護職員に
対する再就職相談や講義，実習等を行い，ま
た，看護師が不足している地域において，ナース
センターとハローワークが連携して就業相談を実
施する。

１　(1) 相談件数：133件
　　(2) 就業者数：54人
２　(1) 届出者数：245人
　　(2) ナースセンターへの求職登録者数：90
人
　　(3) 就職者数：35人
３　(1) 助産師合同研修開催回数：１回
　　(2) 助産師合同研修受講者数：17人
　　(3) 助産師就業実態調査：66人（回答者22

継続

R6-
21

医療機関が勤務環境改善に取り組む当たり，労
務管理面・医業経営面から専門家による指導・
助言を行う医療勤務環境改善支援センターを運

医療勤務環境改善に関する各種計画を策定
する医療機関数　４医療機関（R6）

継続

R6-
22

看護職員等の医療従事者の離職防止を図るた
め，病院内保育所の運営に要する経費を助成す

１　補助対象施設数：27か所
２　利用看護職員数：139人

継続

R6-
23

休日及び夜間において，入院治療を必要とする
小児重症救急患者の医療を確保するため，小児
救急医療拠点病院の運営に要する経費を助成

補助対象施設数　１か所 継続

R6-
24

県内全域を対象とした電話相談事業を委託によ
り実施し，同一の短縮番号に電話をした小児患
者の保護者等に対し，看護師等が症状に応じた
適切な助言を行う。

小児救急電話相談事業の実施により，夜間
における小児科への患者集中の緩和が図ら
れ，小児科医の負担軽減に繋がる。
相談件数合計：11,026件

継続

R6-
25

感染症の健康危機事象に対する迅速・的確な対
応と併せて，公衆衛生活動や地域医療の取り組
みを進めることで，安心して生活できる環境の形
成を図ることを目的として，感染症などの高度な
知識を有する医療人を育成する寄附講座を設置

養成講座受講者数　10名 継続

R6-
26

検討会を設置し，看護補助者の現状等を把握す
るための実態調査を実施し，看護学生等を活用
した看護補助者としての求職・マッチングを行う。

１　検討会の実施：２回
２　看護補助者に関する実態調査の実施：県
内病院229か所
３　医療機関と看護学生のマッチングモデル
実施：４養成所

新規

R6-
27

勤務医の勤務状況の改善，業務負担の軽減を
図るとともに，特に業務負担の多い勤務医等に
対する支援を実施し，医師の離職防止を図る。

対象医療機関　２病院 継続

R6-
28

勤務医の働き方改革を推進するため，地域医療
において特別な役割があり，かつ過酷な勤務環
境となっていると認める医療機関を対象とし，医
師の労働時間短縮に向けた総合的な取組に要
する経費をパッケージとして助成する。

対象医療機関　２病院 新規

27,797,000

看護補助者確保支援事業 5,184,000

地域医療勤務環境改善支援事業

63,716,000地域医療勤務環境改善体制整備特別事業

91,513,000　Ⅵ　勤務医の働き方改革に関する事業

感染症専門医養成講座事業 28,700,000

19,623,062小児救急電話相談事業

39,446,000小児救急医療拠点病院運営費補助事業

50,818,000病院内保育所運営費補助事業

3,459,500医療勤務環境改善支援センター運営事業

5,819,000ナースセンター事業

211,905,000看護師等養成所運営費補助事業

85,737看護職員確保対策推進事業

9,836,000看護師等卒後教育研修事業

18,186,000新人看護職員卒後教育研修補助事業

737,000歯科衛生士確保対策事業

16,773,000医師勤務環境改善等事業


